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億円の事業費を見込んでおり、

補助金等の有利な財源を最大

限活用して計画的に進める。

　ハード対策として、河川等

改修、ため池等の有効活用、

ポンプ施設の機能増強を図る。

ソフト対策では、ハザードマ

ップ更新、防災士の養成等を

行い、地域との連携を進める。

　　　　国・県の補助等を最

大限活用し、計画性を持って

事業を進められたい。　　排水対策基本計画におい

て必要となる予算とその財源、

具体的な計画の内容は。

　　20 年の計画期間で、330

　　新たに、まちなか活性化

推進室を市長直近下位の組織

として設置するに当たっての

市長の思いは。

　　官民連携によるまちなか

再生事業や、まちなかの活性

化は、しっかりと進める必要

がある。まちなかの活性化は、

まち全体の活性化にもなるこ

とから、トップマネジメント

による効果的な事業推進を図

るため、同室を設置した。

　　　　トップダウンによる

意思決定で、早急な課題解決

を図られたい。

を小学校の副教材に取り入れ

てはどうか。

　　副教材については、学習

指導要領の内容に適している

かどうかの判断等もあるので、

この冊子やＣＤ等の内容を吟

味した上での扱いとなる。

　　　　大牟田弁を活かした

世代間交流、郷土愛の醸成、

地域振興のため、行事やイベ

ント、子ども大牟田検定など

に積極的に活用してほしい。　　郷土愛を育み、地域の言

葉を次世代に伝えるため、大

牟田弁をまとめた冊子「どが

しこでん大牟田弁」やＣＤ等

　　電子契約の導入により、

契約書の受け取りや持込みが

不要になるなど職員や市内事

業者の事務負担が軽減される

ほか、印紙税も不要となるが、

時代のニーズに合った電子契

約の導入の予定は。

　　公共調達を市内業者優先

としており、比較的規模の小

さい個人商店などの事業者が

契約相手方となることが多く、

導入の検討には至っていない。

　　　　業界との意見交換を

通じて意向調査や聞き取りを

行い、電子契約の早期導入を。

る事例がある。他市では、避

難者名簿を市ホームページ等

で事前に配布し、円滑に受付

できるようにしているが、本

市でも取り組めないか。

　　避難者カードについては、

チェックボックスの項目を多

用するなど記入の省力化に努

め、避難訓練でも使用するな

ど、様式の周知を図っている。

　ホームページにおける受付

シートの公開等による事前配

布や避難時の持参については、

今後地域の防災訓練や研修等

で周知を行い、実施したいと

　　避難所では、受付時、避

難者名簿等に記入をするが、

大規模災害時には、多くの避

難者で受付が一時的に混雑す

考えている。

　　５歳児健診について、本

市の見解は。

　　本市では、乳幼児健診を

小児科医療機関にて実施して

いる。そのため、５歳児健診

の実施についても、現在、医

療機関と検討を進めている。

　健診の目的である、就学前

までに適切な医療や療育等に

つなぐことができるように取

り組みたいと考えている。

避難者受付シートの
事前記入
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　　本人の意思を尊重し保護

者の意思確認をした上で、担

任やＳＳＷ＊などの意見も踏ま

え校長が認める。周知は保護

者へリーフレット等で行う。

　　　　子どもたち自らがＳ

ＯＳを発する手段が足りない。

タブレット端末を使った個別

相談窓口の取組などの推進を。

　　全国では災害時に使用す

る井戸を事前に登録する制度

等がある。本市での検討は。

　　不登校対策としてハート

フルルームやサテライトスペ

ースが新たに設置されるが、

利用手順や周知方法は。

　　災害時には重要な水源と

なるが、様々な課題もあるた

め、調査研究していきたい。

　　総合体育館オープンや動

物園整備の機会を活かし、経

済効果にどうつなげるのか。

　　大会参加者や観覧者、動

物園の来園者等が市内を回遊

することは非常に重要である

ため、今後検討していきたい。

　　　　整備を進める前から

の情報発信や取組を要望する。

子どもからのＳＯＳ
見逃さない取組みを 地震等に備え災害対応の
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化を図る。通年での捕獲対応

のため猟友会への委託費や農

業者が設置する侵入防止柵等

の資材購入費補助の増額、箱

わなの増設や地域おこし協力

隊活用に関する委託費、専用

車両に関する経費などを新た

に計上している。

　　２月にイノシシ対策の説

明会を開催されたが、出没状

況やその要因、対策方法など

を広く共有するため今後も開

催していただきたいが。

　　今回の参加者の感想等も

踏まえながら、開催場所や回

　　令和６年度の有害鳥獣対

策費が大幅に増額されるが、

その内訳は。

　　対策と体制の両面から強

数、方法等を検討していく。

　　地域コミュニティの今後

の在り方に関する提言書が出

されたが、今後の対応は。

　　提言に基づき、地域コミ

ュニティの活性化につながる

施策について検討を進め、地

域と協働して取り組んでいく。

　　　　加入率の低下、担い

手不足解消に繋ぎ、持続可能

な地域コミュニティが形成さ

れるよう対策を講じられたい。

有害鳥獣対策について

地域コミュニティの
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在宅介護の要となるサービス

の持続可能性を危ぶむ声があ

ることは、承知している。

　　第９期の介護保険事業計

画において、保険料基準額を

月額 6,000 円とした経緯は。

　　基準額については、試算

では 6,453 円だったが、保険料

上昇の抑制のため基金を取り

崩し、基準額を引き下げた。

　　市内の孤独死の数は。

　　独り暮らしの方が何らか

の要因により自宅内外で亡く

なられた数は、令和５年１月

から12 月までで 83 人。うち65

　　訪問介護の基本報酬引き

下げによる影響は。

　　人材不足と物価高騰が続

く中のマイナス改定について、

歳以上が 60 人となっている。

　　訪問介護の崩壊の危険す

ら招くような今回の報酬改定

だが、地域や自宅で安心して

生活できるまちの実現には、

相当な努力とお金が必要にな

るが、どのようにお考えか。

　　高齢者の見守りについて

は、本人の意向を踏まえなが

ら、関係機関と協力・対応を

し、支援につなげている。

　　　　自宅で事実上放置さ

れているということにならな

い地域包括ケアシステムの構

築を求める。

歳をとっても安心して
生活できるまちに
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